






















































































在高十算 損益討算 材料費計算労務費計算 経費計算
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野に厳密に区分することはしばしば不可能であるが、公的計算と原価計算的計算との間の有機的結合
と継続的統制、調整可能性は簿記組織準則に従うべきであるとする。そして、a）営業簿記、　b）経営決
算（経営簿記）、c）狭義の原価計算あるいは給付単位原価計算（Kalkulation）、　d）統計、　e）計画、
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f）短期損益計算、という計算分野ごとにその内容を説明する9）。
　こうしたSchnettlerの論述に対して、　Zybonは、六項目に分けて批判的に注釈を加えている10）。
その要点を示すと次のようになる。
　（1）すでに法的効力が存在していない簿記組織準則を規準として採用している。
　②　継続的個別原価計算と短期損益計算を同一視することは根拠がない。
　（3）示された分類とその図式が一致していない。
　（4｝原価計算的特別計算（Kalkulatorische　Sonderrechnungen）という名称は不正確である。そ
　　れは計算的特別計算（Rechnerische　Sonderrechnungen）と同じ内容であるに違いない。
　㈲　現代的な計算法である投資計算や経済性計算が存在していない。
　⑥　経営経済的計算の記録的性質と統制的性質が示されていない。
　さらに、Zybonは、　Lehmann，　Mellerowiczの分類を紹介、批判していく。しかし、本稿におい
ては、紙幅の都合上、それらをNowakとSchnettlerに代表させて、両者に対するZybonによる
批判の紹介は省略することにしよう。そこで、次に、以上の分類に対するZybonの批判すべてを問
題にしてみることにする。
　松本雅男氏は管理会計の体系に対する見解を次の三つに分類された11）。そして（1｝を計算
　（1）管理会計をその手段の側面から体系づける見解（たとえば、予算、短期簿記、事後原価計算、
　　標準原価計算、経済性計算、経営比較、経営統計などに区別する）
　（2）管理会計をその計算技術の適用される過程的経営機能の差異に基づいて体系づける見解（たと
　　えば、生産管理会計、販売管理会計、財務管理会計などに区分する）
　（3｝管理会計をその経営管理機能の組織的差異に基づいて分類する見解（たとえば、計画会計、統
　　制会計などに区分する）
技法的体系、（2）を適用領域別体系、（3｝を経営機能別体系と呼んでいる12）。NowakやSchnettlerな
どの分類は（1）の見解すなわち計算技法的体系に照応していると考えられる。したがって、計算技法的
体系に対する論評は、彼らの分類を検討する手がかりとしても有効である。ここではその中で小林健吾
氏の次のような指摘に注目したい一計算技法的体系は、「管理会計の中においてそれらの計算技術を
いかに位置づけ、一つの意味的統一体として形成する形成原理を欠いているといわねぽならない13）。」
このことはNowakやSchnettlerなどの分類にも妥当する。すなわち、彼らの分類は、現実に存在
している諸計算法をその計算的特徴により分類しようと試みられたものであり、計算制度に内在して
いるあるいは計算制度を支配している原理によって既存の諸計算法を秩序づけようとしたものではな
いのである。われわれは、ここにおいては、計算技法的体系に照応している彼らの分類が既存の諸計
算法を各種の基準により整理しようとする枠組みであることを確認しておくことにしよう。
　では、Zybonの批判については、どのように考えたらよいのであろうか。　Zybonの批判は、まず
第一に、Zybon自身の分類を構築するうえでの手がかりとなるものでなければならないだろう。し
たがって、われわれは、Zybonの分類がどのような基礎の上に構築されているのかを知る手がかり
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として、Zybonの批判を期待してもよいはずである。ところが、　Zybonの批判は、そこに重点が置
かれているのではなく、形式的な不備の指摘に重点が置かれているように思われる。そのことは、ま
た、彼らの分類とZybon自身の分類とが、そうした形式的枠組みが問題であることにおいて、同一
の方向を指向していると考えうるものであると理解することもできよう。
　Zybonが紹介している分類の中で、経営機能別体系に最も照応していると思われるものは、
Virkkunenの分類であろう。なお、適用領域別体系に照応していると思われるものは、　Lehmannの
分類の一部に見られるが、Zybonは紹介していない。
　Virkkunenは、計算制度の分類について、次のように述べている一「一上で述べられた定義
においてなされたように一われわれが、計算制度の任務は経営の活動の管理に必要でありその目的
が企業の収益性を増進させることにある計算と報告を管理者に提示することであると決定するなら
ば、計算制度は、明らかに、経済的ないし数的形態で現われる企業活動の側面が問題であるような場
合に、企業のすべての管理機能を援助できなけれぽならない。われわれは、企業の計算制度に与えら
れた任務は、一一企業の管理機能と一致して一計画、統制、情報に区分されるべきだという結論に
達した14）。」
　Virkkunenの分類の論拠、すなわち、計算制度の任務が管理への役立ちと収益性の増進を目的と
する計算と報告を行うことであるとすれば、その任務は管理機能と一致して区分されるべきだという
主張は、今日経営機能別体系が管理会計の支配的体系として推薦される理由と同一のものである。た
とえば、「管理会計は、経営管理者の経営管理に役立つ会計情報の提供を目的とする計算であるとす
れば、それは、それぞれの経営管理の要請に即したものでなければならない15）」し、「管理会計が経
営管理のための会計という本質に基づいて基本原理が見出される限り、管理会計の体系も経営管理的
な任務すなわち経営管理的機能に応じた形成原理を選ぶことが妥当であるt6）。」とされるのである。
したがって、前節とは反対に、Virkkunenの分類に対するZybonの指摘を、今日における支配的見
解である経営機能別体系を判断する手がかりとして期待してよいであろう。
　Virkkunenの分類に対して、　Zybonは、次のように三つの点について指摘している・7）。
　（1）簿記が欠けている。簿記が存在しなければ、計算制度によって、計画、統制、情報のどれも行
　　うことができない。
　②　情報が分類の構成要素でありうるという点は疑問である。情報能力は性質と考えるのであって
　　本質とは考えない。
　③　記録計算と算定計算が欠けている。
　まず第一に、Zybonは、簿記が欠けていることを指摘している。この指摘について、われわれは、
彼が既存の諸計算法を想定し、それらを計画、統制、情報という三つの分野に分類した結果、簿記が
そのどれにも分類できないことに気がついたと理解してよいであろう。こうした理解は、Zybonが、
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計算制度はその内的法則にしたがって今日のように展開されてきたのではなく、経済的現実という多
ぐの絶えず変化しつつある外的要求に対する適合によって今日の姿に到達したと理解しておりIS）、ま
た、体系と分類を区別して分類という用語を採用していることによって基礎づけられる。Zybonは、
既存の諸計算法を前提として、いかにそれらを分類すべきなのかという考え方をする。分類基準を何
に求めるかは別として、こうした点においては、NowakやSchnettlerなどに対する接近法と何ら
異なるところがない。そして、Zybonにとって、　Virkkunenの任務区分に対応して諸計算法を分類
すると、簿記が分類不可能な異分子として理解されてくることになる。ここにおいては、われわれ
は、Zybonにとって、既存の諸計算法の管理機能に照応した分類が意識されており、その枠組みと
してVirkkunenの分類が理解されているということを確認しておくことにしよう。
　Zybonによる第二番目の指摘は妥当とすべきものである。また、第三番目の指摘も、　Zybonの立
場からすると当然でてくる指摘である。これらについては、本稿の課題とあまり関係を持たないの
で、これ以上触れないことにする。
　次に、上のような点を認識したうえで、広く説かれている経営機能別体系を考えてみよう。経営機
能別体系によると、管理会計は、計画会計と統制会計、あるいは、その展開であり今日広範に受け入
れられている意志決定会計と業績管理会計に区分される。この経営機能別体系に最も照応しているの
がVirkkunenの分類であり、したがって、経営機能別体系を検討するうえでVirkkunenの分類に
対するZybonの指摘が手がかりとなる。　Zybonは、　Virkkunenの分類を、諸計算法を分類するう
えでの枠組みとして理解する。したがって、われわれはここにおいて、経営機能別体系によって、そ
の高尚な名称にもかかわらず、結局は単に種々の管理会計諸技法の分類を行おうとしていたにすぎな
いのではないかという反省を強いられることになる。では、わが国の論者達は、経営機能別体系をどの
ようにとらえているのであろうか。前に示したように体系を整理しそのうちの一つに経営機能別体系
という名称をつけた松本雅男氏は、「管理会計論の体系」を「管理会計をいかに区分して取り扱うか」
という問題設定のもとに論じておられる19）。また、高田正淳氏は、経営機能別体系を、「経営管理の
諸目的を計算方法・制度とは別に把握し、この諸目的に適合する既成のあるいは新規に開発した計算
方法・制度をとりあげまたは組み合せる態度」から構成されるものの一つとして挙げておられる20）。
こうした引用から示されることは、経営機能別体系はもちろん多くの体系論が結局のところ課題とし
て管理会計諸技法の分類を考えているのではないかということである。経営機能別体系は、決して管
理会計諸技法に内在しているあるいはそれらを支配している原理に基づいて各技法を秩序づけようと
したものではなく、現実には、管理の過程的分析に立脚して現実の諸技法をとりわけ計画化と統制と
いう管理過程と結びつけて分類しようとしているように思われるのである。このように、Virkkunen
の分類に対するZybonの接近法を理解して経営機能別体系による管理会計諸技法の体系化を考える
時、われわれは、経営機能別体系が管理過程的分析に立脚して実は管理会計諸技法の分類を指向して
いると理解しうることになる。
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?　Zybonは、計算制度のいくつかの分類法を紹介、批判した後で、自己の分類案を展開していく。最
初に、Zybonは、簿記組織準則の分類を出発点として、それを補充することにより完全なものを展開
しようと試みる。また第二番目には、計算制度を種々の視点から二つに分類しそれを列挙する。そし
て最後に、結局、計算制度の本質に近づく試みとして、計算制度を次の四つに分類することを提案す
　（1）記録計算（Dokumentations－Rechnungen）
　（2）算定計算（Ermittlungs・Rechnungen）
　（3｝計画計算（PlanungsRechnungen）
　（4｝統制計算（Kontro11・Rechnungen）
る21）。こうした分類をすることによって、各計算分野の本質的内容を把握できることになるとするの
である。
　次に、これら各計算分野に対するZybonの説明を、要約して紹介することにしよう。
　記録計算は、経済経過すなわち経済状態を記録によって保持することを主要任務とする計算であ
る22）。その例としては、証拠書類（Belege）、元帳（Grundbuch）、貸借対照表（特に信用申込貸借対
照表や清算貸借対照表など）が挙げられる。こうしたものは、また、経済経過の保持ばかりでなく、
他の三つの計算分野すなわち算定計算、計画計算、統制計算を補助するという機能も有している。そ
れと同時に、逆に、算定計算、計画計算、統制計算は、本来的任務の遂行を目的とする計算以外に、
記録計算の役割を果たすという二次的機能も有している。Zybonは、証拠書類、元帳、貸借対照表
によって経済経過を保持する計算を本来的記録計算、そして算定計算、計画計算、統制計算が補助機
能として経済経過を保持する計算を準記録計算として、記録計算を二つに区分する。
　算定計算は、記録計算を前提として、より高い段階で数値によって経済経過を算定する。そしてそ
れは企業の統率すなわち意志決定を行い管理の方策を樹立することに役立つものである23）。算定計算
も本来的算定計算と準算定計算に区分される。本来的算定計算の例としては、（1）財および用役の消
費、収益および損益、経済性、生産性、収益性の算定、②普通の年度末貸借対照表が挙げられる。こ
うした算定計算は、計画計算と統制計算の前提であり、計画計算と統制計算の内部において補助機能
を果たしている。換言するならば、計画計算と統制計算は、本来的任務の遂行と同時に算定計算の機
能も果たしている。計画計算と統制計算のそうした要素は準算定計算と呼ばれる。
　計算制度ほど企業あるいは経営の計画を適切かつ効果的に援助するものは存在しないのであり、そ
れは、計画を検討していく際に、企業の経済的将来に対するあいまいかつ空想的な想縁から企ての理
想的かつ具体的な決定へ到達する手段を提供する2の。計画計算も二つに区分される。第一の任務が将
来の出来事を計算的に決定することであるような計算が、本来的計画計算と呼ばれる。また計画は統
制の非常に重要な手段でもある。もし真の計画計算が存在しない場合には、他の分野の計算が計画と
それに関連する統制の任務を果たしうる。そしてそれが準計画計算と呼ばれる。
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　統制計算の本質は、基準と実際が比較され差異が確認されるように、経営経過を監督することにあ
る25）。ここで注意すべきことは、統制計算は、基準値と実際値の単なる算定を目標としているのでは
なく、差異を確認してその原因を明らかにし将来にとっての欠陥と不都合を避けるための基準値と実
際値の対照を第一の目標としているということである26）。この統綱計算を総括すると、（1）在高計算と
結びついた統制計算、②運動計算と結びついた統制計算、⑧前二項以外の、計画計算と結びついた統
制計算に区分される。統制計算には、記録計算と算定計算、そして時には、計画計算の要素さえも内
在している。また、真の統制計算が存在しない企業においては、その代用物として他の分野の計算が
利用される。その場合、他の計算分野は、準統制計算として利用されている。
　Zybonは、各計算分野について大略以上のような説明をした後で、それらをさらに次のように図
式化する27）。
　　　　　　　　　　記録計算　　　　算定計算　　　　　計画計算　　　　　統制計算
　　　　　　　　　　　　L＿＿」L一L－．＿一＿＿一」
本来的記録計算本来的算定計算本来的計画計算ぐ一一本来的統制計算
＼
、
　＼
　　　　　　　　　　　　　　　　　　x　　　　・へ＼　　＼へ＼＼
　　　　　　　　　準記録計算　　　　　準算定計算　　　準計画計算　　　準統制計算
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　水平に引かれた実線は、一般的な時間的順番を示している。右上から左下に引かれた実線は、各計
算が二次的にどのような計算機能を有しているかを示している。この実線によって、たとえば、算定
計算、計画計算、統制計算は二次的に記録計算の要素を有しており、これらが準記録計算とされるこ
とが理解される。また、左上から右下に引かれた破線は、当該計算が存在しない場合、その計算の代
用物として用いられる計算を示す。したがって、たとえぽ、本来的計画計算が存在しない場合には、
その代わりとして記録計算と算定計算が利用され、それらが準計画計算として理解される。
　こうしたZybonの分類案において管理会計の体系を考えるならぽ、計画と統制という用語が使用
されており、また、意志決定会計は算定計算の一部において、業績管理会計は計画計算と統制計算に
おいて示されていると理解される。したがって、少なくとも形式的には、経営機能別体系との類似性
を見出せる。しかし、そうであるからといって、そこにおいてZybonが管理過程的分析に立脚して
管理会計諸技法を分類する枠組みを示しているということにはならない。その理由は、算定計算はい
わば財務会計をも包含する計算分野であり、財務会計と管理会計を一つの計算分野に統合しているの
は、それらが共に算定（Das　Ermitteln）という計算的特徴を第一次的に有しているからであると考
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えられるからである。したがって、計画計算、統制計算という計算分野も管理過程的分析に立脚して
理念的に形成されたものではなく、そうした計算分野が存在していることを経験的に把握した結果形
成されたと理解される。
　Zybonの所論についてここで指摘されねぽならないことは、分類を根拠づける原理が明らかにさ
れていないことである。記録計算、算定計算、計画計算、統制計算という分類は、どのような根拠の
もとに各計算分野が列挙されたのであろうか。そうした分類が行われる根拠が明らかにされていない
ことは、Zybonの分類を説得力の欠けたものにするであろう。
　Zybonは、計算制度を経営経済計算制度と理解し、それに経営者が行い提供しなければならない
すべての計算と計算作業を含める28）。また、計算制度が種々の経済部門、個々の企業の多様な要請に
よって規定されることも指摘している29）。そうであるとすれば、経営者の職能を何らかのかたちで分
析しそれを分類原理として展開したり、要請内容の分析に立脚して分類を構成することを、Zybonの
所論に期待することが許されるであろう。前述したように、経営機能別体系は、管理会計は経営管理
活動に貢献すべきであるという理解に基づき、管理過程と管理会計諸技法を結びつけた結果、計画会
計と統制会計あるいはその展開である意志決定会計と業績管理会計という管理会計の体系を生み出す
ことになったのである。しかし、Zybonの分類は、計算制度の分類を根拠づけるそうした原理に基
づことなく、各計算分野が列挙されて構成されている。そうした意味において、Zybonの所論にお
いては、彼の分類を支える最も重要なものが欠落していると考えてよいであろう。四つの計算分野の
どれもなくてならないしさらに拡張して新しい計算分野を作ることは余計なことであるというZybon
の指摘30）は、その欠落の理由としては不十分なものである。ここにおいて、われわれは、Zybonの
所論においては既存の諸計算法が想定されそれらを計算的特微によって整理する枠組みとしての分類
が指向されていると理解できるであろう。
五
　Zybonは、　Nowak，　Schnettlerなどの分類やVirkkunenの分類を紹介、批判し、さらに、自己
の分類案を提示していく。前節までにおいてこうした論述を多少の検討と共にたどってきた。そこに
おいて示されたことは、計算技法的体系に照応しているNowakやSchロettierなどの分類ぼかりで
なく、経営機能別体系に照応しているように思われるVirkkunenの分類やZybon自身の分類案も、
既存の諸計算法を前提としてそれを整理する枠組みを提示することを意図していると考えられるとい
うことである。したがって、これを管理会計体系論の次元で考えてみた時、経営機能別体系が現実に
はそうした分類と同じ内容しか有していないのではないか、実質的には計算技法的体系とあまり相違
しないのではないかという反省を強いられることになる。
　われわれは、今日、経営機能別体系を管理会計の支配的体系として認めている。そして、それは、
「管理会計の諸技法が経営管理活動への貢献を期待されているという理解に、立論の基礎をもつ31）」
とされる。管理会計が目的に対する手段の総体であるかぎり、手段としての機能を有効に果たしうる
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ためには、管理会計論は目的の内容に対する分析の上に構築されなければならない。今日、管理会計
論は、管理会計の目的を経営管理活動への貢献に求め、管理活動の過程的分析に立脚して、管理会計
諸技法と管理過程を結びつけている。ここでわれわれは、すでに述べたように管理会計体系論が現実
には管理会計諸技法をそうした結びつきにおいて整理しているにすぎないと考えられるということ
を、再度指摘しなければならない。
　しかしながら、われわれは、この点を安易に批判することはできない。そうした事情は、指向され
ている管理会計体系論の課題と関連させて考えなければならないからである。一般に、管理会計体系
論は、「それによって管理会計の諸方法論知識を整序し、管理会計の課題と各計算の構造的関係を明
らかにすることによってこの会計の本質理解を助けることのために行われる32）」と考えられる。この
ように管理会計論の課題を理解するかぎり、諸技法分類の枠組みとしての体系が主張されることには
何の矛盾も存在しない。
　われわれは、ここで、管理会計体系論に何を期待するのかを明らかにしなけれぽならない。この点
について、管理会計論の枠組みに関する議論が管理会計体系論として展開され、したがって管理会計
体系論は既存の管理会計諸技法の整序枠ばかりでなく、経営管理活動に貢献する斬新な技法の創出に
ついての契機をも提供するという津曲直躬氏の指摘33）は、われわれに重要な示唆を与える。管理会計
を目的に対する手段と理解するかぎり、管理会計諸技法の手段としての機能が効果的に果たされるこ
とを期待するのは当然である。そのためには、管理会計諸技法を一定の枠組みにおいて有機的に関連
させて秩序づけ、一つのシステムを構成し、経営管理活動に貢献させることが考えられねばならな
い。そして、そうした論理の枠組みを構成するものが、管理会計体系論である。したがって、管理会
計体系論は、既存の管理会計諸技法を整序したり管理会計の本質理解を助けるために展開される場合
のあることはもちろんであるが、あるべき管理会計を展望するうえでの立脚点を構成するものでもな
ければならない。
　こうした管理会計体系論の課題は、従来の管理会計体系論の内容を不満足なものとするだろう。す
なわち、従来の管理会計体系論は、実際には既存の管理会計諸技法を管理過程と結びつけて整理する
ことを課題としていたと考えられるのであっv（F、管理会計諸技法に対する経営管理的要請の内容を明
らかにしてこなかったのである。津曲直躬氏は、この点について、次のように明確に指摘されてい
る一「……管理会計体系論が、ほかならぬ手段体系としての管理会計の諸技法について、計画設
定・統制の管理過程がそれらにどのような目的を賦課しており、かつ、どのようなかたちでの手段的
適合を期待しているかを、明らかにしていない……34）。」
　したがって、われわれは、今後の管理会計論の展開を考える時、管理会計に対する経営管理的要請
の内容、換言すれば管理会計が貢献を期待されている内容を明らかにすることが不可欠とされる。そ
して、それは経営学領域においてより精緻化された議論がなされており、われわれはそうした議論の
成果に従来以上に注目しなければならない。そうすることによって、管理会計体系論は、真の意味で
管理会計論の理論的枠組みとして展開されることになるであろう。本稿は、ここにおいて、管理会計
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体系論の展開に対するわれわれにとっての一つの課題を確認することに到ったのである35）。
　注1）津曲直躬稿r管理会計体系論の再検討（1｝』、経済学論集（東京大学経済学会）、第38巻第3号（昭和47年
　　　　10月）、4頁
　　2）　Zybon，　A．，　Rechnungswesen　und　Organisation（Duncker＆Humblot，1969），　S．43　ff．
　　3）　Zybon，　A．，　a．　a．　O．　S．43．
　　4）　Zybon，　A。，　a．　a．0．，　S．43　f．
　　5）Nowak，　P．，　Kostenrechnungssystem　in　der　Industrie（Westdeutscher　Verlag，2．　Aufl．，1961），　S．11．
　、6）　Nowak，　P．，　a．　a．　O．　S．13．
　　7）　Zybon，　A．，　a．　a．0．，　S．48　f．
　　8）　Schnettler，　A．，　Das　Rechnungswesen　industrieller　Betriede（Heckners　Verlag，4．　Aufl．，1949）．　S．28　f．
　　9）　Schnettler，　A．，　a．　a．0，，　S．30　ff．
　　10）　Zybon，　A．，　a．　a．0．，　S．50　f．
　　11）松本雅男著r管理会計概論』（春秋社、昭和39年）、22－23頁
　　12）松本雅男稿r管理会計論の体系』、松本雅男編「管理会計総論」（同文館、昭和46年）、11－19頁
　　13）小林健吾稿r管理会計の体系についての考察一機能的体系論序説一』、会計、第91巻第2’号（昭和
　　　　42年2月）、18頁
　　14）　Virkkunen，　H．　Das　Rechnungswesen　im　Dienste　der　Leitung（Betribswirtschaftswissenschaftliches
　　　　Institut　zu　Helsinki，1956），　S．58　f。
　　15）松本雅男前掲（注12）稿、12頁
　　16）小林健吾前掲稿、22頁
　　17）　Zybon，　A．，　a．　a．0．，　S．59．
　　18）　Zybon，　A．，　a．　a．0．，　S．43．
　　19）松本雅男前掲（注12）稿、11頁
　　20）高田正淳稿r計算制度による体系』、神戸大学会計学研究編「管理会計ハンドブック」（中央経済社、昭
　　　　和44年）、37頁
　　21）　Zybon，　A．，　a．　a．0．，　S．69　f．
　　22）　Zybon，　A．，　a．　a．　O．，　S．72．
　　23）　Zybon，　A．，　a．　a．0．，　S．72　f．
　　24）　Zybon，　A．　a．　a．0，，　S．77　f．
　　25）　Zybon，　A．，　a．a．0．，　S．82．
　　26）　Zybon，　A．，　a．　a．0．，　S．74　f．
　　27）　Zybon，　A．，　a．a．0．，　S。83．
　　28）　Zybon，　A．，　a．　a．0．，　S，38　ff．
　　29）　Zybon，　A．，　a．　a．0．，　S．48．
　　30）　Zybon，　A．，　a．　a．　O，，　S．69，
　　31）津曲直躬前掲稿、4頁
　　32）小林健吾前掲稿、15頁
　　33）　津曲直躬前掲稿、4－5頁
　　34）津曲直躬稿r管理会計体系論の再検討（2・完）』、経済学論集（東京大学経済学会）、第39巻第1号（昭
　　　　和48年4月）、41頁
　　35）ただしわれわれは、さらに、注34）で示された箇所における津曲直躬氏の次のような管理会計体系論に
　　　　　とってのもう一つの問題点の指摘に注目しなければならない一「……管理会計体系論が、みずからの
　　　　　枠組みに包摂する管理会計の諸技法について、それらが計画設定・統制の管理過程にどのようなかたち
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で貢献的機能を遂行しているか、あるいは、どのようなかたちでしか貢献的機能を遂行しえないかを、
明らかにしていない……。」管理会計論は、本稿において明らかにされた経営管理的要請の内容に対す
る分析を立論の一方の基礎とし、津曲氏のこの指摘すなわち管理会計諸技法の特性についての研究を他
方の基礎としなければならない。管理会計論はそれらの統合物として展開されるべきであろう。
（博士課程　2年）
一70＿
